
 

 

 

投資信託及び投資法人に関する法律施行規則等 
の一部を改正する内閣府令の概要 

 

「投資信託及び投資法人に関する法律施行規則」及び「資産の流動化に関する法律

施行規則」をはじめとする投資信託及び投資法人に関する法律及び資産の流動化に関

する法律関係の 12 本の内閣府令を改正するための内閣府令。 

（注）当該内閣府令により改正する内閣府令の一覧は、［別紙２］を参照。 

 

 

Ⅰ．投資信託及び投資法人に関する法律施行規則の一部改正（１条） 

１．総則 

外国投資信託の届出・約款等変更届出・解約届出及び外国投資法人の届出・変更

届出・解散届出の添付書類（英語で記載されたものに限る。）については、日本語

で記載できない提出書類等についての訳文添付義務の適用を除外する（改正後２

条）。 

 

２．委託者指図型投資信託 

① 投資信託約款の記載事項として、以下の事項等を追加する（改正後７条・８条）。 

イ 受益者代理人がある場合は、投資信託契約において重大な約款の変更等に係

る議決権等を行使する権限を当該受益者代理人の権限としていない旨 

ロ 委託者が運用指図権限を委託する場合は、当該委託（当該委託に係る権限の

一部を更に委託するものを含む。）の内容 

ハ 委託者から運用指図の委託を受けた者が当該権限の一部を再委託する場合

は、再委託先の商号・名称及び所在の場所 

② 受益証券を取得しようとする者への交付書面の記載事項として、投資信託財産

の投資不動産及びそのテナントに関する情報を定める（改正後９条）。 

③ 受益者への運用報告書の交付義務を除外する場合として、受益証券が金融商品

取引所に上場されている場合や投資信託がＭＲＦ（マネー・リザーブ・ファンド）

に係るものである場合とする（改正後 25 条）。 

 ④ その他、受益権原簿の作成や重大な約款の変更等に係る決議の手続等について、

「信託法施行規則」の規定も踏まえ、所要の事項を定める。 

 

３．委託者非指図型投資信託 

［別紙13－１］
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① 投資信託約款の記載事項について、上記２①と同内容のものを定める（改正後

78 条・79 条）。 

 ② その他、受益権原簿の作成及び重大な約款の変更等に係る決議の手続等につい

て、「信託法施行規則」の規定も踏まえ、所要の事項を定める。 

 

４．外国投資信託 

① 外国投資信託受益証券のうち、外国金融商品市場における売買の媒介・取次

ぎ・代理を行うこと等について発行者に届出義務がかからないものは、現物信託

型かつ株価指数連動型の上場証券投資信託に類するものの受益証券とする（改正

後 94 条）。 

② その他、受益権原簿の作成及び重大な約款の変更等に係る通知の手続等につい

て、所要の事項を定める。 

 

５．投資法人 

① 募集投資口の引受けの申込みをしようとする者への通知事項として、投資不動

産及びそのテナントに関する情報を定める（改正後 135 条）。 

② 短期期投資法人債の発行要件として、以下の事項等を定める（改正後 192 条） 

イ その発行目的が一定の特定資産の取得、不動産の修繕（緊急に必要となった

ものに限る。）若しくは敷金等の返還のために必要な資金又は投資証券・投資

法人債の発行までの間に必要な資金の調達を目的とするもの（元本償還期限が

６月未満であるものに限る。） 

ロ 特定資産の取得・不動産の修繕・賃貸借契約の終了の見込みが確実であるこ

と 

ハ 当該短期投資法人債の再発行を行う場合であっても、元本償還期限が当初発

行日から６月未満の日であること 

③ 設立中の投資法人が発行する投資証券の募集等を設立企画人が行う場合にお

いて準用する金融商品取引法の販売・勧誘ルールについて、「金融商品取引業等

に関する内閣府令」の規定も踏まえ、所要の事項を定める（改正後 223 条～243

条）。 

 

６．外国投資法人  

外国投資証券のうち、外国金融商品市場における売買の媒介・取次ぎ・代理を行

うこと等について発行者に届出義務がかからないものは、現物出資型かつ株価指数

連動型の外国投資法人が発行するものであって、外国金融商品市場に上場されるも

のとする（改正後 259 条）。 

 

７．その他 
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 金融商品取引業者が委託者指図型投資信託・投資法人の資産を有価証券又はデリ

バティブ取引に係る資産以外の資産に投資運用する場合における金融商品取引法

の規定の適用等について、所要の事項を定める（改正後 265～273 条）。 

 

 

Ⅱ．投資信託財産の計算に関する規則の一部改正（２条） 

  計算期間が６月未満の投資信託財産に係る受益者への運用報告書は、原則として

６月ごとに交付することとするが、一定要件を満たすＭＭＦ（マネー・マーケット・

ファンド）に係るものについては、１年ごとの交付を認める。（改正後 59 条） 

 

 

Ⅲ．資産の流動化に関する法律施行規則の一部改正（５条） 

① 特定目的会社が特定資産を譲り受けるため競争入札に参加する場合に業務開

始届出を行うときは、当該競争入札に係る実施要項を記載した書面又はこれに準

ずる書面を添付すれば、特定資産の譲受けに係る契約書の副本・謄本の添付を省

略できるものとする。この場合において、当該特定目的会社が資産対応証券を発

行するときは、事前に、特定資産の譲受けに係る契約書の副本・謄本を添付して

追加届出を行わなければならないものとする（改正後９条・22 条・23 条）。 

② 特定目的会社は、特定資産の取得やその準備行為等のために、入札保証金・契

約保証金の支払を使途とする借入れであって、支出した資金等の還付資金により

弁済されることが予定されるものを行うことができることとする（改正後94条）。 

 

 

Ⅳ．資産対応証券の募集等の取扱いを行う特定譲渡人に係る行為規制等
に関する内閣府令の一部改正（６条） 

① 題名を「資産対応証券の募集等又はその取扱いを行う特定目的会社及び特定譲

渡人に係る行為規制等に関する内閣府令」とする。 

② 特定目的会社がその資産対応証券の募集等を行う場合及び特定譲渡人（オリジ

ネーター）が特定目的会社の資産対応証券の募集等の取扱いを行う場合において

準用する金融商品取引法の販売・勧誘ルールについて、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」の規定も踏まえ、所要の事項を定める。 
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Ⅴ．特定目的信託の受益証券の募集等を行う原委託者に係る行為規制等
に関する内閣府令の一部改正（７条） 

  原委託者（オリジネーター）が特定目的信託の受益証券の募集等を行う場合にお

いて準用する金融商品取引法の販売・勧誘ルールについて、「金融商品取引業等に

関する内閣府令」の規定も踏まえ、所要の事項を定める。 

 

 

Ⅵ．特定目的信託の権利者集会等に関する規則の一部改正（12 条） 

特定目的信託の権利者集会の手続等について、「信託法施行規則」の規定も踏ま

え、所要の事項を定める。 
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